
（別記） 

令和６年度雨竜町地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

雨竜町は、全耕地面積に対して水稲の作付割合が約７６％以上を占める管内でも有数の

水田地域である。また、転作面積に占めるそば・小麦・大豆の畑作物の割合が多く、雨竜

町のブランドである「暑寒メロン」を中心とする園芸作物等を含めた複合経営が主体とな

っている。 

地域の課題としては、高齢化、後継者不足による生産者戸数の減少、新型コロナウイル

スの影響による農作物の需要減少と供給量のバランス維持、農作物販売価格の安定化、生

産者の所得確保等が急務であり、米どころとして産地の義務を果たすためにも主食用米作

付を第一優先とし、加工米・新市場開拓用米・飼料用米を含めて水稲面積の維持増加を図

っていく必要がある。 

 また、そば・小麦・大豆の主要畑作物については、北海道の基準反収と比較して低収量

となっていることが課題であり、収量の向上と収益力の向上が必要である。 

 高齢化が進み農家戸数が減少するなか、後継者及び担い手への土地の異動により不作付

地を回避しているが、個々の経営面積も増加していることから、今後の農地流動化に向け

た新規就農者の育成が急務であり、農地中間管理機構の事業を活用する等担い手への集積

を図っていく必要がある。加えて、「水田活用の直接支払交付金の見直し」は、今後の営

農や地域農業への影響を及ぼすことが危惧されることから、関係機関と連携･協議を図り

ながら本町に即した取組を進める必要がある。 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

雨竜町の転作作物はそば、小麦、大豆で約８３％を占めており、高収益作物の作付割 

合は約３％と低く、水稲主体であるため転作作物に占める労働力と労働時間が限られるこ

とや、透排水性の問題により条件の悪い圃場があるなど、転作作物等の収量が向上しない

のが現状である。雨竜町では小麦、大豆を重点作物とし、高収益作物の中では特産品であ

る「暑寒メロン」に重点を置いている。高収益作物は生産者戸数と作付面積が減少してい

るが、「暑寒メロン」の更なる付加価値の向上に向けて、関係機関が一体となり加工品等

の開発を行い、新規作付や作付増反などの施設費用助成を行いつつ作付誘導を図ることと

する。 

小麦、大豆については普及センター等と連携し、省力化技術との比較試験を行いつつ収

量向上と所得確保、労働力削減を図り、大豆収穫後の水稲作付体系の確立と水稲収量の向

上を図る。 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

北海道でも有数の米どころである雨竜町では、需給動向を見据えたうえで需要に応じた

米の生産を基本に主食用米を主として位置付けている。また近年は、飼料用米や新市場開

拓用米等の新規需要米の作付面積も増加してきており、限られた育苗施設を有効に活用し

省力化技術を取り入れて水田水張面積の維持増加を図っている。また、安全で良質な農産

物を生産・販売することを基本に、連作障害による収量・品質低下を改善するため、ブロ

ックローテーション確立の推進として、水稲・そば・小麦・大豆の輪作を行い生産支援体

制の強化を図ることとする。一方で畑作物のみを生産し続けている水田も少なからずある

が、基盤整備事業により大区画化を進める中で水田への復田を図る。 

また、水張りを組み入れない作付体系が定着し、畑作物のみを生産し続けている水田の



点検・調査を行い、今後も水稲作付への回帰が見込まれない農地については、関係機関と

連携し、畑地化支援を活用した畑地化を協議していく。 

４ 作物ごとの取組方針等  

町内の約２，８９７ｈa の水田について、需要に応じた生産を基本として産地交付金を

有効に活用しながら、省力化への取組と作物生産の維持・拡大を図ることとする。 
（１）主食用米 

北海道米ブランドとして高品質・良食味米生産を推進し、需要に応じた生産に基づいた

生産量を基本とした作付を行うものとし、新規需要米等含め水張り面積の維持拡大の推進

を図ることとする。 

 

（２）備蓄米 

現行、作付なし。 

 

（３）非主食用米 

 

  ア 飼料用米 

非主食用米の取組の中心的品目と位置付け、産地交付金を有効に活用しながら、多収性

品種の導入等の生産技術を確立し、低コスト化や省力化を図る。また、酪農・畜産農家及

び流通・販売経路の整備をすすめるとともに需要に応じた生産を図ることとする。 

 

  イ 米粉用米 

今後の農業情勢や需要動向によっては産地交付金を有効に活用しながら、安定的な需要

の確保に向けて推進する。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

主食米の国内需要が縮小していることから、海外市場等を新たな販路の一つとして、産

地交付金を有効に活用しながら安定的な需要の確保に向けて、複数年契約の取組を推進す

る。 

 

  エ WCS 用稲 

今後の農業情勢や需要動向によっては産地交付金を有効に活用しながら、安定的な需要

の確保に向けて推進する。 

 

  オ 加工用米 

今後の農業情勢や需要動向によっては産地交付金を有効に活用しながら、安定的な需要

の確保に向けて推進する。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

麦・大豆については農家収益の向上と輪作体系を確立する上で重要な作物であるが、品

質・収量の安定化と作付面積の維持拡大が課題となっている。産地交付金を有効に活用

し、湿害等による減収を防ぐためにも排水対策実施や適切な肥培管理・省力化の取組を推

進し、収益力向上と作付面積の維持拡大を図ることとする。 

 飼料作物については、自給率の向上と需要に応じた生産量を確保する。 

 

（５）そば、なたね 

そばについては連作による地力の低下と排水不良等による反収の低下や作付面積の過剰

が課題となっている。産地交付金を有効に活用し需要に応じた作付の推進と反収向上に向



けた取組を推進する。 

 

（６）地力増進作物 

 連作による地力の低下と作物の品質・収量の不安定化が重要課題であることから、産地

交付金を有効に活用し、輪作体系の一部に組み込むことや、連作回避に向けて「北海道緑

肥作物等栽培利用指針（改訂版）」に基づく地力増進作物（えん麦、とうもろこし、イタ

リアンライグラス、ギニアグラス、はぜりそう、アカクローバー、アルサイククローバ

ー、ベッチ、マリーゴールド、ペルコ、レバナ、ソルガム、カラシナ、ひまわり類、シロ

カラシ類、ナツカラシ、キガラシ）を作付けし、次年度産作物の収益力向上に向けた取り

組みを推進する。 

 

（７）高収益作物 

農業所得の向上に向けて高収益作物への作付誘導を図るために、産地交付金を有効に活

用しながら現状作付けの維持及び新規作付・増反の取組の推進を図る。 

 

（８）小豆 

産地交付金を有効に活用し、品質・収量の高位平準化に向けた取組をする。 

 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 

 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

1949.89 1960.91 1970.00

113.94 77.28 60.00

89.62 175.36 220.00

9.53 3.27

5.00

166.31 164.12 200.00

61.63 81.52 95.00

16.75 11.23 21.00

・子実用とうもろこし

320.39 345.4 305.00

5 10.00

18.1 20.1 19.70

・野菜 16.18 18.22 17.50

・花き・花木 1.92 1.88 2.20

・果樹

・その他の高収益作物

0.25

・小豆 0.25

11.71 6.38 0.00
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６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

作付面積 （令和5年度）320.39㏊ （令和8年度）305.00㏊

反収 （令和5年度）38.3kg/10a （令和8年度）90.0kg/10a

作付面積 （令和5年度）166.31㏊ （令和8年度）200.00㏊

反収 （令和5年度）386.7kg/10a （令和8年度）408.0kg/10a

作付面積 （令和5年度）61.63㏊ （令和8年度）95.00㏊

反収 （令和5年度）165.0kg/10a （令和8年度）230.0kg/10a

野菜作付面積 （令和5年度）16.18㏊ （令和8年度）17.50㏊

花き作付面積 （令和5年度）1.92ha （令和8年度）2.20ha

（令和5年度） （令和8年度）

1.45ha・8.16ｔ 17.00ha・95.80ｔ

（令和5年度） （令和8年度）

89.62ha・477.84ｔ 220.00ha・1240.80ｔ

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

新市場開拓用米

小麦
（秋小麦・春小麦）

小麦の収益力向上支援

大豆
（黒大豆を含む）

大豆の収益力向上支援

野菜・花き 高収益作物作付支援

新市場開拓用米作付助成

2

6

3

5

4

整理
番号

対象作物 使途名 目標

1 そば そばの収益力向上支援

作付面積  (令和5年度) 0.00ha （令和8年度）220.00ha

地力増進作物 地力増進作物の作付支援 作付面積

そば  そばの作付支援（追加配分） 作付面積

新市場開拓用米 新市場開拓用米取組拡大助成 作付面積

 (令和5年度)　320.39ha （令和8年度）305.00ha

 (令和5年度)　89.62ha （令和8年度）220.00ha7

 (令和5年度)　0.00ha （令和8年度）10.00ha

9 新市場開拓用米
複数年(R5～新規)契約加

算
（新市場開拓用米）

複数年契約
取組面積・数量

作付面積・数量

8



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：

協議会名：

1 そばの収益力向上支援 1 11,500 そば 排水対策　他

2 小麦の収益力向上支援 1 16,000 小麦（秋小麦・春小麦） 排水対策　他

3 大豆の収益力向上支援 1 16,000 大豆（黒大豆を含む） 排水対策　他

4 高収益作物作付支援 1 50,000 別紙参照 販売証明書の提出

5 新市場開拓用米作付助成 1 15,000 新市場開拓用米

6 そばの作付支援（追加配分） 1 20,000 そば 出荷証明書　他

7 新市場開拓用米取組拡大助成 1 20,000 新市場開拓用米 新規需要米取組計画の認定を受ける

8 地力増進作物の作付支援 1 20,000 地力増進作物 土壌診断　他

9 複数年（Ｒ５～新規）契約加算（新市場開拓用米） 1 10,000 新市場開拓用米 3年以上の複数年契約である事、新規需要米取組計画の認定を受けている事　他

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくだ
さい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。
※５　支援年限を記入してください。

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

対象作物
※３


